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１ 用語の説明

アルファベット順

ＡＩ
Artificial Intelligenceの略。人工知能。

ＡＩ─ＯＣＲ
収集した大量の文字データから文字の特徴を機

械学習することにより、高精度な文字認識を可能
とする技術のこと。

ＤＸ
Digital Transformationの略。企業がビッグデ

ータなどのデータとＡＩなどのデジタル技術を活
用し、業務プロセスを改善していくだけでなく、
製品やサービス、ビジネスモデルそのものを変革
するとともに、組織、企業風土をも変革し、競争
上の優位性を確立すること。

ＥＣ
Electronic Commerceの略。ネット通販、ネッ

トショップなど、インターネット上で交わされる
電子商取引のこと。

ＧＩＧＡスクール構想
１人１台の学習用端末と高速大容量の通信ネッ

トワークを整備することで、多様な子供たちを誰
一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、
資質・能力が一層確実に育成できる教育ＩＣＴ環
境の実現を目指す構想。ＧＩＧＡは、Global and
Innovation Gateway for Allの略。

ＧＰＳ
Global Positioning Systemの略。全地球測位

システム。人工衛星の発する電波によって、地球
上の現在位置を正確に測定するシステム。

i－Construction
「ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）」等の

施策を建設現場に導入することによって、建設生
産システム全体の生産性向上を図り、もって魅力
ある建設現場を目指す取組のこと。

ＩＣＴ
Information and Communications Technology

の略。情報通信技術。

ＩＤ
identificationの略。人を特定する識別番号や

登録番号。

ＩｏＴ
Internet of Thingsの略。自動車・電化製品な

ど、ＩＴ機器以外の「もの」が、インターネット
により相互に接続されているシステム。もののイ
ンターネット。

ＩＴ
Information Technologyの略。情報技術。

ＬＰＷＡ
Low Power Wide Area-networkの略。省電力で

長距離での無線通信が可能となる技術のこと。

ＭａａＳ
Mobility as a Serviceの略。出発地から目的

地まで、利用者にとっての最適経路を提示すると
ともに、複数の交通手段やその他のサービスを含
め、一括して提供するサービス。

ＰＨＥＶ
Plug-in Hybrid Electric Vehicleの略。ガソ

リンエンジンと電気モーターで走るハイブリッド
車に外部充電機能を追加した、蓄電池としての役
割が果たせる車のこと

ＲＰＡ
Robotic Process Automationの略。ソフトウェ

ア・ロボットによる業務の自動化や効率化のこと。

ＳＩＭ
スマートフォンなどの携帯電話で通話・通信す

る際に必要となるＩＣカードのこと。

ＳＮＳ
Social Networking Serviceの略。登録された

利用者同士が交流できるＷｅｂサイトの会員制サ
ービスのこと。LINEや Instagram等のアプリなど
が例としてある。

Society5.0
サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現

実空間）を高度に融合させたシステムにより、経
済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心
の社会のこと。
「狩猟社会」、「農耕社会」、「工業社会」、「情

報社会」に続く、新たな社会を目指すもので、第
５期科学技術基本計画において、我が国が目指す
べき未来社会の姿として初めて提唱されたもの。

ＶＲ
Virtual Realityの略。コンピューターによっ

て創り出された仮想的な空間などを現実であるか
のように疑似体験できる仕組みのこと。専用のゴ
ーグルなどのＶＲ機器が必要。

Well-being
幸福で肉体的、精神的、社会的すべてにおいて

満たされた状態のこと。

Ｗｉ─Ｆｉ
Wireless Fidelityの略。無線LANの標準規格に

準拠することを示すブランド名。

Zoom
いつでも、どこでも、どんな端末からでもＷｅ

ｂ会議を実現するクラウドサービスで、複数人で
の参加可能なアプリケーションのこと。

五十音順

アーキテクチャ
ＩＴ業界においては、利用されるプログラムや

システムの設計、データ構成や構造などのこと。

インフラ
インフラストラクチャーの略。産業や社会生活

の基盤となる施設。

オープンデータ
国、地方公共団体及び事業者が保有する官民デ

ータのうち、国民誰もがインターネット等を通じ
て容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよ
う、次のいずれの項目にも該当する形で公開され
たデータ。
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①営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能
なルールが適用されたもの
②機械判読に適したもの
③無償で利用できるもの

クラウド
それを提供するサーバーなどについて意識する

ことなく、ネットワークを通じて様々な場所から
利用可能なコンピュータのリソース。

コンソーシアム
協会。組合。多く、特定の目的のために集まっ

た企業連合をいう。

情報モラル
情報社会で適正な活動を行うための基になる考

え方と態度。具体的には、他者への影響を考え、
人権、知的財産権など自他の権利を尊重し情報社
会での行動に責任をもつことや、犯罪被害を含む
危険回避など情報を正しく安全に利用できるこ
と、コンピュータなどの情報機器の使用による健
康との関わりを理解することなど。

スマート農業
ロボット技術やＩＣＴなどの先端技術を農業分

野に導入することにより、省力化や高品質生産を
実現する新たな農業のこと。

スマート林業
地理空間情報やＩＣＴ、ロボット等の先端技術

を活用し、森林施業の効率化・省力化や需要に応
じた木材生産を可能とする林業のこと。

センシング
検知器や感知器、測定器などを用いて、測定対

象の定量的な情報を取得する技術。

ソリューション
問題などの解決。解法。ＩＴ用語としては、企

業がビジネスやサービスについて抱えている問題
や不便を解消すること、及びそのために提供され
る情報システム。

デジタルガバメント
デジタル技術の活用と、官民協働によって行政

サービスを見直し、行政のあり方そのものをデジ
タル社会に対応したものに変革させていくという
取組。

デジタルディバイド
パソコン・インターネットなど情報技術を使う

能力の差によって生じる個人間や地域間の格差。
情報格差。

テレワーク
インターネットなどのＩＣＴを利用すること

で、本来勤務する場所から離れ、自宅などで仕事
をすること。在宅勤務、モバイルワーク、サテラ
イトオフィス勤務（施設利用型勤務）の３形態が
ある。

ネットリテラシー
インターネットの情報や事象を正しく理解し、

それを適切に判断、運用できる能力のこと。

バックホー
土砂を掘削するために用いられる自走式の土木

機械で、油圧式システムによって動くアームの先
にショベルを装着している。

光ファイバー
光を内部に通して送るための細い線。透明なガ

ラスやプラスチック製。
電磁気の影響を受けないため、高速・大容量の

通信が可能であり、ネットワークの伝送路として
用いられる。

ビッグデータ
ＩＣＴにより、生成、収集、蓄積等される多種

多量のデータ。これらのデータ相関等の分析、異
変の察知や予測等を通じ、利用者個々のニーズに
即したサービスの提供、業務運営の効率化や新産
業の創出等が可能となる。

ベース・レジストリ
公的機関等で登録・公開され、様々な場面で参

照される、人、法人、土地、建物、資格等の社会
の基本データ。

マイナンバー制度
住民票を有する全ての方に個人番号（マイナン

バー）を割り当て、社会保障給付や税関係事務等
において、効率的な情報連携を図るために利用す
る制度の通称。

メタバース
インターネット上に構成される３次元の世界、

仮想空間であり、アバターと呼ばれる自分の分身
を介して入り、現実世界と限りなく近い状態で活
動できる。

レセプト
医療機関が保険者に提出する月ごとの診療報酬

明細書のこと。

ローカル５Ｇ
通信事業者でない企業や自治体によって、自ら

の建物や敷地内といった特定のエリアに構築され
た専用の５Ｇネットワークのこと。

ワンスオンリー
一度提出した情報は、二度提出することを不要

とすること。

ワンストップ
１か所で様々な用事が足りる、何でも揃うこと。

行政においては、従来サービスによって複数に分
かれていた窓口を、総合窓口を設けて１か所で行
えるようにすること。
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○デジタル社会を支える
情報環境の整備・充実

宮崎県情報化推進計画概要 ～みやざきＤＸプラン～

情報化の動向

国の情報化
施策の動向

県民誰もが輝き、安全・安心で豊かさを実感できる人間中心のデジタル社会の実現
・人間尊重を基本に誰一人取り残されることなく、デジタル化の恩恵を実感できる社会全体のデジタル改革を推進

計画期間：令和３年度～令和６年度

○県民本位の
デジタル・ガバメントの推進

１行政サービスの向上
○県民への情報発信の充実・強化
○行政手続のｵﾝﾗｲﾝ化
○ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ化と官民ﾃﾞｰﾀ利活用
○ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞの普及促進等

２行政事務の効率化の推進
○事務効率化と働き方改革
○情報ｼｽﾃﾑの全体最適化
○情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸの充実･強化
○情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の強化等

３国・市町村との連携
○情報ｼｽﾃﾑの標準化・共通化の
促進等

１暮らしの向上と教育･文化の振興
○医療現場のICT利活用推進
○介護ﾛﾎﾞｯﾄ導入促進
○防災情報共有ｼｽﾃﾑ運用
○MaaS等の利活用 等
○ｵﾝﾗｲﾝ等の｢新しい教育様式｣確立

２地域産業の振興
○ｽﾏｰﾄ農業･水産業･林業推進
○ｷｬｯｼｭﾚｽ化､ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ推進
○先端技術活用による物流省力化
○建設業者の生産性向上･働き方改革
の支援

３中山間地域の利便性向上
○新たな情報通信基盤を活用した
中山間地域の振興

１情報通信基盤の整備促進
○携帯電話･超高速ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ
○5G等の新たな情報通信基盤

２情報化を担う人材の育成･確保
○学校における情報教育の充実
○ICT技術者の育成・確保

３誰もが利用できる環境の確保
○県民の情報リテラシー向上と
ICT導入相談支援

○安全･安心な利用環境の充実

○革新的技術によるDXの動き
○感染症拡大によるデジタル化・リモート化ニーズの高まり
○Society5.0提唱
○デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針（IT基本法見直し、デジタル庁設置）
○自治体DX推進計画（情報システムの標準化・共通化、マイナンバーカード普及促進等）

○安全・安心な暮らしの確保 ○持続可能な産業構造の構築 ○地域や産業を支える人財の確保
本県の直面する課題

ICTに求められる
役割･視点

◎交流人口や関係人口の拡大 ◎地理的・時間的制約の克服 ◎生産性向上
◎就労機会の拡大・多様な働き方 ◎三密回避・感染症拡大防止

＜基本目標＞

「行政」が変わる 「暮らし」「地域産業」
が変わる

「情報基盤」「人材」
が変わる

○安全･安心で心豊かな
暮らしの確保

○付加価値の高い産業の振興

○令和３年度デジタル社会の実現に向けた重点施策
○官民データ活用推進施策個別施策

県 （新設）宮崎県デジタル化推進本部（本県デジタル化推進全体の司令塔）

宮崎県市町村ＩＴ推進連絡協議会
（市町村との連携）

民
間
(新設)宮崎県デジタル社会推進協議会

（官民との連携）
連携

推進体制

市
町
村

○分野別部会（・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄ ・暮らしと教育・文化 ・地域産業 ・情報環境）

～未曾有の人口減少時代

みやざきデジタル化元年
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４ 介護分野におけるＩＣＴ等の活用

（２）介護職の有効求人倍率、離職率

（１）介護職員の推移

2.09
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(倍率) 介護関連職種の有効求人倍率

宮崎県 全国
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(％) 介護職員の離職率

宮崎県 全国

本県の介護職の有効求人倍率は上昇傾向にあり、令和４年３月で3.01倍となって
いる。また、離職率は令和２年度で18.9％であり、全国よりも高くなっている。

本県の介護職員数は、全国と同様に増加傾向にある。

（厚生労働省「職業安定業務統計」） （(公財)介護労働安定センター「介護労働実態調査」）
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ＩＣＴ・介護ロボットの導入効果 

＜ＩＣＴ導入効果＞ 介護ソフト・タブレット端末等の導入による事務負担の軽減と文書量削減 

ＩＣＴ導入前後のイメージ（訪問介護の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入効果 

(現場の声) 

・介護記録の作成等に要する時間が削減され、利用者に直接ケアをする時間の増加に 

繋がった。 

・タブレットを携帯することで、いつでも利用者の健康データをチェックできるため、

異変があったときの対応が速やかに行えるなど、介護サービスの質が向上した。 

・タブレットを用いることで、どこでも書類を作成できるため、訪問先から直接帰宅す

ることも可能になるなど、柔軟な働き方ができるようになった。 

導入前 

導入後 

介護記録作成から請求業務まで複数回の転記が必要 

介護記録作成から請求業務まで転記不要 
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＜介護ロボット導入効果＞ 見守りセンサー導入による業務負担軽減とサービス向上 

 

機器概要 

 

○マットレスの下に設置したセンサーで利用者の体動（寝返り、呼吸、心拍等）を 

測定し、睡眠状態や起きあがり・離床を把握するシステム 

○センサーから得られた利用者の状態を、パソコンや携帯端末でリアルタイムに確認 

見守りセンサーのイメージ 

 

 

 
導入効果 

（現場の声） 
・居室を巡回する回数が減ったため、ケア業務以外も行えるようになり、総労働 

時間が減少した。 

・目覚めのタイミングで、トイレ誘導やおむつ交換などの排泄介助が可能となり、 

睡眠リズムが改善した。 

・利用者の「起きあがり」がスマホに通知され、職員が速やかに訪室することで 

転倒事故が減少した。 
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５ 林業におけるＩＣＴ等の活用

（１）林業就業者の推移

（２）林業における作業工程の課題と方向性
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６ 農業におけるＩＣＴ等の活用

総農家数及び農業就業人口の推移

農業産出額の推移

耕作放棄地率等の推移
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本県が目指すスマート農業の将来像と推進方策
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７ 建設業におけるＩＣＴ等の活用
（１）建設業就業者数の推移（県内）

○ 県内の建設業就業者数（令和２年度）は約42,000人で、ピーク時（平成7年度）から約38％減。

（総務省「国勢調査」）

(人)

（２）建設業の担い手の状況（県内）
○ 建設業就業者の年齢構成は、２９歳以下が１割弱であり、一方、５０歳以上は、半数以上となっている。
○ 今後、５０歳以上の退職が進むことから、担い手不足に対応するための生産性向上は不可欠。

63 
183 

740 
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4,826 
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418 
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60～64
55～59
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45～49
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35～39
30～34
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建設業就業者の年齢構成（R2国勢調査～41,697人の内訳）

２９歳以下は９．７％

５０歳以上は
５２．９％

(歳)
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測
量

発
注
者

O K

設
計
・

施
工
計
画

施
工

検
査

i-C
on
st
ru
ct
io
n

設
計
図
に
合
わ

せ
丁
張
り
設
置

現
場
検
測
に
よ
る

出
来
形
管
理

丁
張
り
に
合
わ
せ
て
施
工

③
IC
T建
設
機
械
に
よ
る

施
工
、3
次
元
出
来
形
管
理

④
検
査
の
省
力
化

①
ドロ
ー
ン等

に
よ
る
３
次
元
測
量

②
３
次
元
測
量
デ
ー
タに
よ
る

設
計
・施
工
計
画

ド
ロ
ー
ン
等
に
よ
る
写
真
測
量
等
に
よ

り
、
短
時
間
で
面
的
（
高
密
度
）
な
３
次

元
測
量
を
実
施
。

３
次
元
測
量
デ
ー
タ

（
現
況
地
形
）
と
設
計

図
面
と
の
差
分
か
ら
、

施
工
量
（
切
り
土
、
盛

り
土
量
）
を
自
動
算
出
。

３
次
元
設
計
デ
ー
タ
等
に
よ
り
、
IC
T
建
設

機
械
を
自
動
制
御

ド
ロ
ー
ン
等
に
よ
る
３
次
元
測

量
を
活
用
し
た
検
査
等
に
よ
り
、

出
来
形
の
書
類
が
不
要
と
な

り
、
検
査
項
目
が
半
減
。

測
量

設
計
・

施
工
計
画

検
査

従
来
方
法

測
量
の
実
施

平
面
図

縦
断
図

横
断
図

設
計
図
か
ら
施
工

土
量
を
算
出

施
工

３
次
元
設
計
デ
ー
タ

等
を
通
信

書
類
に
よ
る
検
査

重
ね
合
わ
せ
ブ
ロ
ッ
ク
化

差
分

切
り
土

盛
り
土

３
次
元
出
来
形
管
理
に
よ
り
、
検
測
な
ど
の

作
業
が
大
幅
に
削
減
ヒ
ー
ト
マ
ッ
プ

ＩＣ
Ｔ
活
用
工
事
の
概
要

国
土
交
通
省
資
料
よ
り

115



116


